
  

 
  

 
 

 
 
 
 

  役員報酬を支給するときの注意点 

Ｑ：当社は同族会社です。役員報酬は過大

と認められると損金不算入になるとか。判断

基準はあるのですか？ 

 

Ａ：実質基準と形式基準とがあります。 

【解説】 

役員報酬は、職務に対する対価として、不

相当に高額であると認められる部分を除き、

損金の額に算入されますが、高額であると認

められる部分は、損金の額に算入されません。 

役員報酬の額が、職務に対する対価として

相当かどうかというのは、実務上、次の「実

質基準」と「形式基準」で判定されることと

なります。 

①実質基準…その役員の職務の内容、会社の

収益、使用人に対する給料の支給状況、同業

種同規模会社の役員報酬の支給状況等からみ

て適正かどうか判定する基準 

②形式基準……定款の規定又は株主総会等の

決議により定められた報酬の額を超えていな

いかどうかで判定する基準 

つまり、不相当に高額であると認められな

いためには、このいずれをもクリアしなけれ

ばならないのですが、役員報酬は、会社の利

益金額に関連して決定されるものであるとし

ても、利益金額に比例して増加するものでは

ありません。その報酬の額が常識的な範囲内

か、従業員給料等とのバランスはとれている

か等、諸要素を勘案して検討する必要があり

ます。 
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